
日経平均株価が高値をつけた1989年、世界の時価総額ランキ
ング上位50社のうち、日本の銀行は11社も名を連ねていました。
しかし、その後のバブル崩壊により日本の銀行は大きな打撃を受
け、それ以降、銀行業界にとっては“冬の時代”が続くことにな
ります。
銀行業界が苦戦した大きな要因は、長く続いた“超低金利”で
す。従来から、銀行は「利ザヤ」で収益を得ていました。利ザヤ
とは、融資金利と預金金利の差で、銀行の収益の根幹ともいえる
ものでした。しかしバブル崩壊後、停滞する経済を回復させるた
め、日本銀行は「ゼロ金利政策」を選択しました。また、ITバブ
ルが終わった2016年には、０％よりも低い「マイナス金利政策」
に踏み切ります。これにより銀行は、お金を貸して利息を受け取
るというビジネスモデルを維持するのが困難になり、さらに追い
打ちをかけるように、人口減少や地域の過疎化などの人口問題が
銀行を苦しめるようになったのです。

2020年代に入って早々、新型コロナウイルス感染症の大流行
を引き金にコロナ・ショックが発生。諸外国は一斉に金利を引き
下げ、経済的なダメージを最小限に食い止める施策を実施しまし
た。日本経済も大きな影響を受け、マイナス金利政策はさらなる
長期化を余儀なくされます。
しかしその後、ウィズコロナ禍での社会経済活動が活発化し、
世界的に株価が急速に回復していきます。これを受けて、米国を
始めとする諸外国が金利引き上げ（利上げ）を行い、次第に世界

長く続いた「ゼロ金利政策」

時価総額　
企業の株価に発行済
株式数をかけて算出
し た、 企 業 価 値 を
図る1つの指標のこ
と。その銘柄がどの
くらいの価値や規模
をもっているかを表
すのに最も適してい
るとされる。

バブル崩壊　
1991年頃から本格
化した急激な景気後
退のこと。高騰して
いた株価や地価が
1991年から1993
年にかけ急落し、日
本経済に大きな打撃
を与えた。

ゼロ金利政策
あらゆる取引の基準
となっている短期金
利を実質ゼロまで下
げる政策のこと。金
融緩和政策の1つで
ある。

マイナス金利政策
金融機関が日本銀行
に預けている預金金
利をマイナスにする
こと。預金者である
金融機関が日本銀行
に金利を支払う。

2024年３月から「金利のある世界」に

銀行の現状はどうなっているのか？

「金利のある世界」が
久々に到来
長く続いた「ゼロ金利政策」が終わり、「金利のある世界」が到来した日本。
その間に世界経済や日本の立ち位置は大きく様変わりしました。まずは、日
本の銀行を取り巻く現状を知っておきましょう。
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経済はデフレーション（デフレ）からインフレーション（インフ
レ）へと移り変わっていきました。そして2024年３月、経済と
物価が日本銀行の見通しに沿った形で推移し、２％の物価目標に
近づいたと判断され、17年ぶりに利上げが行われて「金利のあ
る世界」が戻ってきました。
コロナ禍で不安定になった日本経済はその後回復基調となり、
金利が上昇したことで、銀行には利ザヤによる収益が戻ってきま
した。2025年３月期のメガバンクの連結決算は、合計の純利益
が約４兆円となり、２年連続で最高益を更新しています。
とはいえ、銀行が苦境を完全に脱したわけではありません。将
来的な人口問題による顧客や預金残高の減少は、依然として大き
な課題です。また、生成AIを筆頭としたテクノロジーの急速な
進化を受け、異業種からの金融ビジネス参入も相次いでいます。
年々厳しくなるビジネス環境のなかで、銀行は引き続き多様な取
り組みを迫られています。

コロナ・ショック
2020年２月頃に起
きた、新型コロナウ
イルス感染拡大の影
響による経済危機の
こと。

異業種からの金融ビ
ジネス参入
I T企業や小売・通
信業などの非金融業
が、キャッシュレス
決済や融資・投資サ
ービスなど金融分野
に進出する動き。

銀行業界を取り巻く状況

製造業やサービス業など
異業種からの金融ビジネ
ス参入が相次ぐ

人口減少・高齢化による
預金残高や顧客数の減少

異業種からの参入 人口問題銀行

マイナス金利
政策の終息

金利上昇によって利ザヤ
収入の増加、業績が上
向きに
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テクノロジーの進化によ
り、インターネットを通じ
たサービス提供が活発
化。業務効率も向上

テクノロジーの
さらなる進化
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銀行を知るうえで重要な指標の1つが「貸出残高」です。貸出
残高とは、銀行が取引先の個人や法人に対してお金を貸した総金
額のことです。一方で、銀行が取引先から預かったお金の総金額
を預金残高といいます。
日本経済が順調に成長していれば、銀行の資産のうち、貸出金
の金額が増えていきます。企業に貸し出されたお金は設備投資に
回され、国民の生活を豊かにする商品やサービスの開発・提供が
行われます。企業はそうして得た利益を、給与として労働者に支
払います。景気がよければ給与の増額などが行われ、個人が銀行
に預金をし、銀行の預金残高が増えるのです。そして、銀行の預
金残高が増加すれば、企業に向けて貸し出しできる残高も増える
という好循環が起きます。
従来から、銀行はこのような貸し出し（融資）による金利収入
で収益を上げてきました。しかし、バブル崩壊により、貸し出し
たお金が返済されない、いわゆる不良債権が多発しました。この
ため、銀行は融資審査を厳しくし、より好条件の企業に絞って貸
し出すようになっています。
全銀行トータルの貸出残高は、2001年に447兆円、2004年に
は402兆円まで落ち込みましたが、2019年には1997年以来21

年ぶりに500兆円台に乗せ、回復基調が続いています。翌年には
コロナ・ショックが発生したことで、企業の資金繰り需要が拡大
し、2020年の貸出残高は530兆円を突破。それ以降は横ばいが
続く時期があったものの、2025年３月末時点では約608兆円と
なっています。
貸出残高をみることで、その銀行の規模、つまり企業としての

銀行を把握する指標の1つである「貸出残高」

不良債権
債務者の経営状況の
悪化などにより、経
済価値が低下した貸
出債権のこと。商取
引や融資において、
当初契約したとおり
の元本・利息の支払
いが受けられなくな
るため、経営不振や
金銭トラブルの原因
になりやすい。

銀行を数字から読み解く

銀行を知るための指標
銀行を知るうえで押さえておきたいのが、貸出残高と経常利益という2つの
指標です。これらの意味を理解しておけば、銀行の経営状態をかんたんに読
み解くことができます。
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大きさを把握できます。例えば、2024年度のメガバンク３行の
貸出残高は、三菱UFJ銀行：122.9兆円（グループ連結）、三井住
友銀行：104.5兆円、みずほ銀行：94兆円（銀行・信託銀行合算）
でした。３行合わせると321.4兆円と、全銀行の総貸出残高の約
52.8％を占めます。つまり、日本全体の融資の約半分が3大メガ
バンクで行われているのです。

　経常利益とは、本業である銀行業務を含めた全業務から得た利
益のことです。その年だけ限定的に発生した特別な利益は含まれ
ていないため、その銀行が通常運転時にどれだけの利益を生んで
いるかを示す指標になります。
銀行全体での経常利益は、2001年にマイナス5.7兆円とマイナ
スに転落。その後2003年にプラスに転じましたが、それ以降は
横ばいや微増が続いています。2018年度の決算では3.3兆円でし
たが、2024年度決算では6.1兆円まで回復しました。
なお、3大メガバンクの2024年度の経常利益は、三菱UFJ銀行：

2.6兆円（グループ連結）、三井住友銀行：1.7兆円、みずほ銀行：
1.1兆円（グループ連結）と、3行合計で5.4兆円と、全体の約
88％を占めています。銀行業界の復調には、メガバンクの活躍
は必要不可欠であるといえるでしょう。

銀行の利益額を把握するための「経常利益」

経常利益
売上から、かかった
コストを差し引いた
金額を営業利益とい
う。この営業利益に
財務活動などの本業
以外の損益を加えた
のが経常利益。

銀行の貸出残高の推移
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個人向け融資の増加

企業向け貸出の低下

出典：全国銀行協会　預金貸出速報より作成
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銀行業界は古くから、筆跡や届出印を活用したセキュリティ対
策を行っていたため、紙を使った手続きが基本でした。しかし、
各業界でペーパーレス化が推進されているため、銀行も従来の文
化の見直しを迫られつつあります。
各銀行がペーパーレス化やデジタル化に取り組む理由は、ITの
発達により手書きでなくともセキュリティ面が強化されたことや、
コストカットによる業績の改善が見込めるからです。しかし、一
番の理由は消費者の“銀行店舗離れ”です。コンビニ銀行などの
誕生や、インターネット上での銀行取引が活発化し、銀行店舗
への来店顧客数は年々減少しています。三菱UFJ銀行の来店顧客
数は、2015年から2020年の５年間で約５割減少しましたが、ネ
ットバンキングの利用者は約５割増加しています。この流れは
2020年以降のコロナ禍で強くなり、現在も続いています。
銀行のなかでも、ペーパーレス化やデジタル化に特に力を入れ
ているのがメガバンクです。例えば、三菱UFJ銀行は、比較的早い
段階からECO通帳（インターネット通帳）を取り入れてきました。
また、銀行の窓口ではタブレット端末を使用することで、紙の伝
票の削減や、紙を用いた説明書・商品紹介を極力廃止しています。
また、店舗での税金・公金納付や現金の高額の入出金を顧客
自身が専用端末やATMで行うセルフ化を進めたり、法人事務の
センター集約やWEB活用など後方業務の見直しを実施するなど、
多様な取り組みを行っています。

ここ数年で顕著なのが、各銀行によるスマホアプリへの取り組

ペーパーレス化で先行するメガバンク

届出印
口座開設の際に銀行
に登録してある印鑑
のこと。銀行印とも
いう。サイン登録し
ている銀行もある。

ECO通帳（エコつ
うちょう）
紙の通帳の代わりに
スマホアプリやイン
ターネットバンキン
グで、入出金明細を
無料で確認できるサ
ービス。

取引の場はWEBサイトからスマホアプリへ

最新サービスで顧客を取り込む 

進む顧客サービスの向上
銀行の統合や合併が進み、異業種からの参入も増えるなど、激動の時代を迎
えている銀行業界。各銀行は顧客からの支持を得るため、さまざまなサービ
スを向上させることで取引の強化に励んでいます。
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みです。以前はWEBサイト上でインターネットバンキングを展
開していた銀行も、自社のアプリを開発し、顧客に利用を促すよ
うになりました。
例えば三井住友銀行は、残高照会や振込機能などを備えた

「SMBCダイレクト」アプリのほか、キャッシュカードやクレジ
ットカードなどと連携したモバイル総合金融サービス「Olive」
専用のアプリも用意しています。
みずほ銀行は、従来からあったキャッシュレス決済サービ

ス「みずほWalletアプリ」を全面リニューアル。各種カードや
Suica、J–Coin Payなどの機能を同アプリで利用可能にしました。
三菱UFJ銀行もアプリ上で口座開設が完結する「スマート口座開
設」などの機能を搭載したアプリを展開しています。
こうした傾向に地方銀行や信用金庫なども追随しており、アプ
リ活用の流れは今後もしばらく続きそうです。

キャッシュレス決済
サービス
現金を使わず、カー
ドやスマホアプリで
支払いを行うしくみ。

銀行のぺーパーレス化・デジタル化の例

ATM・専用端末での
税公金納付

銀行アプリ

窓口に行かなくても、
ATMや専用端末を通じ
て税金や公共料金の支
払いができるため、時間
と手間を節約できる

銀行のスマホアプリで、
口座残高の確認や振込、
口座開設、住所変更など
の事務手続きができる

カードレスATM取引

タブレットでの店頭手続き

スマートフォンを使って
ATMから現金を引き出す
サービス。カードを持ち歩
く必要がない

窓口での口座開設やロー
ン申込などをタブレット端
末で行う。紙の書類を減
らし、手続きの時間短縮
と効率化に役立つ

銀行

銀行では、さまざまなアプリや端末を用いて、
顧客サービスの利便性向上を図っています。
店舗数も減少するなかで、このようなサービ
スの拡大はますます広がっていくでしょう。
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バブル期絶頂の頃、日本の国内銀行は積極的に海外に進出して
いました。各銀行とも国際部を拡充し、欧米を中心に支店を設け、
海外向けの企業融資や海外取引の決済支援を行っていたのです。
しかし、バブル崩壊後、各銀行は事業縮小のために海外支店を閉
鎖し、2001年時点で147あった都市銀行の海外支店は、その２
年後には約半数まで削減されました。
その一方で、バブル崩壊後から日本の超低金利状態が続いたこ
とにより、国内市場だけでは利益を上げづらくなった国内銀行
は、もう一度海外に打って出ざるをえなくなりました。そこで各
銀行は、これから成長すると予想されているアジア圏を中心に、
M&Aや企業融資などの業務を展開しました。
さらには、海外展開のノウハウをもつコンサルティング会社や

リース会社などと協業して、海外展開したい国内企業に対しての、
海外店舗設立のサポートや地域経済に関する情報提供、設備投資
や運転資金の融資を行うなど、多角的なビジネスを展開。この流
れは現在も続いています。銀行としては、包括的なサポートを行
うことで、手数料収入や企業との密な関係性を手に入れることが
狙いです。

三菱UFJ銀行は、以前から日本の国際銀行（コルレス銀行）と
して、海外送金の中継役を担ってきましたが、海外進出でも一歩
先行しています。
まず、2010年に三菱UFJモルガン・スタンレー証券を設立し
て、海外再展開への足がかりを作り、2012年から2018年にかけ

国内銀行における海外展開の変遷

M&A（エムアンド
エー）
M e r g e r s  a n d 
Acquisitionsの略。
企業や事業を合併・
買収すること。

リース会社
企業などが選択した
機械設備等を購入
し、その企業に対し
てその物件を比較的
長期にわたり賃貸す
る取引を行う会社。

コルレス銀行
海外向け送金や海外
からの送金受け取り
時に、経由する銀行
のこと。日本のコル
レス銀行は三菱UFJ
銀行がほぼ独占して
いる。

海外向け事業の収益が大きい三菱UFJ銀行

国内依存からの脱却

国内銀行の
積極的な海外展開
リーマン・ショック後の国内市場の縮小や将来的な人口減少などを受けて、
国内銀行が積極的に海外進出しています。3大メガバンクのなかでも、三菱UFJ
銀行が一歩先行しています。それぞれの海外戦略を押さえておきましょう。
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て、タイやフィリピン、インドネシアなどの金融機関の子会社化
や資本・業務提携を相次いで実施しました。現在は世界約50ヵ
国に拠点をもち、充実した海外ネットワークを形成しています。
2024年度の決算では、銀行単体における資金利益の46.9％を国
際業務が占めました。当時モルガン・スタンレーとの資本提携は
失敗するとみられていましたが、結果的には大成功したといえる
でしょう。
三井住友銀行・みずほ銀行も海外展開に力を入れています。
三井住友銀行は2014年にチェコとスペインに支店を新規開設、
2015年にはミャンマーにヤンゴン支店を設立するなど、ヨーロ
ッパやアジアなどに広く展開しています。2024年度の決算で
は、グループ全体における資金利益の48.6％、役務取引等利益
の53.8％は海外業務によるものでした。
みずほフィナンシャルグループでは、海外事業が全体の４割を
占めており、今後もグローバルCIB（コーポレート＆インベスト
メントバンキング）ビジネスを展開していく予定です。
メガバンクを中心に海外事業でのさらなる拡大やビジネスチャ
ンスの創出などに力を入れている一方で、現地の規制や法制度へ
の対応、海外人材と育成、海外顧客のニーズに合った商品・サー
ビスの開発など、克服すべき課題も残されています。

資金利益
銀行の貸出や投資な
どによって得られる
利息収入から、資金
調達コストを差し引
いた利益のこと。

モルガン・スタンレー
アメリカの大手金融
グループで、名門投
資銀行を抱える。リ
ーマン・ショックに
より大きな打撃を受
けたが、金融持株会
社への移行や三菱
UFJ銀行との提携に
より復活を遂げる。

積極的なアジア圏への展開

・低金利環境の長期化
・マーケットの縮小
・少子高齢化

国内市場
・経済の高成長が期待できる
・市場が拡大中
・人口の増加が著しい

アジア市場

海外マーケットへの
展開が急務！

・海外店舗設立のサポート
・地域経済の情報提供
・運転資金等の融資

銀行が提供するもの
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キャッシュレスといえばクレジットカードやデビットカードが
主流でしたが、2018年頃からは多数の電子マネーや電子決済サ
ービスが登場しました。電子マネーは、スマホアプリや ICカー
ドなどに記録された電子データで現金に紐付いているものです。
電子決済サービスは、電子マネーによる決済手段を指し、その形
式によって「QRコード決済」「バーコード決済」などとも呼ばれ
ています。  

「PayPay」「楽天ペイ」などを皮切りに、現在では多数の電子
マネーや電子決済サービスがリリースされています。こうしたサ
ービスは、店舗側にとっても導入コストの低さや送金スピードの
速さといったメリットがあるため、利用環境が急速に整備されて
いきました。
なお、日本政府は、2025年までにキャッシュレス決済比率を

40％、将来的には80％にまで引き上げるという目標を掲げてい
ました。2017年時点では21.3％と厳しい状況でしたが、コロナ
禍での急速な現金離れとキャッシュレスの普及により、2024年
には42.8％に到達。この目標を前倒しで達成します。
今後も、キャッシュレスの役割と重要性はさらに増していくと
考えられます。

キャッシュレス化が進むと銀行はどうなるのでしょうか。実際
のところ、キャッシュレス化はものを買うときの支払方法が多様
化しただけであり、キャッシュレスを利用するには、アプリや電
子マネーにお金を入れるための預金が必要です。よって、銀行の

キャッシュレス化を進めてきた日本政府

QRコード決済
スマートフォンで表
示したQRコードや
店舗のQRコードを
読み取って行うキャ
ッシュレス決済サー
ビス。

PayPay（ペイペ
イ）
ソフトバンクとヤ
フ ー が 設 立 し た

「PayPay株式会社」
が運営する、スマー
トフォンを使った決
済サービス。アプリ
に表示されるQRコ
ードやバーコードを
使って決済をするた
め、おサイフケータ
イでなくても対応可
能。

キャッシュレス化が銀行に与える影響

ますます現金を使わない時代に？

キャッシュレスのさらなる拡大
以前から政府主導で進められていた「キャッシュレス」は、コロナ禍を経て
急速に普及しました。そのなかでも、現金のように扱える「電子マネー」の
新サービスが数多く登場しています。
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預金残高にはあまり影響がないとみられています。
また、キャッシュレス化をビジネス拡大のチャンスと捉えるこ
とも可能です。銀行の店舗はATMを設置しやすい１階に構える
のが基本ですが、家賃が安いビルの空中店舗に移動し、ATMを
設置せずに営業することで経費削減を図る店舗も出てきました。
キャッシュレス決済市場は2023年時点で約127兆円ですが、
大手シンクタンクは「2030年に195兆円まで拡大するのではな
いか」と分析しています。市場拡大に伴い、キャッシュレス決済
ビジネスを包括して管理する「プラットフォーマー」の競争は激
化するとみられています。そのなかで銀行が重要な役割を担える
のか、引き続き注目が集まっています。

空中店舗
オフィスビルや雑居
ビルの２階以上に出
店している店舗のこ
と。これに対して、
１階にある店舗のこ
とは「路面店」とい
う。

プラットフォーマー
第三者がビジネスを
行う基盤として利用
される製品やサービ
ス、システムなどを
提供・運営する事業
者のこと。

日本のキャッシュレス決済額及び比率の推移

出典：経済産業省ホームページをもとに作成
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FinTech（フィンテック）とは、Finance（金融）とTechnology

（テクノロジー）を組み合わせた造語で、IT技術を金融分野に活
かした新たな金融商品やサービスを指します。FinTechが参入し
ている分野はとても広く、身近なところでは、電子決済のための
「PayPay」や「楽天ペイ」、個人向けの資産管理システム「マネ
ーツリー」「Zaim」などが広く普及するようになりました。
銀行業界でもFinTechを積極的に取り入れることで、セキュリ
ティの向上や新たな顧客サービスの提供、コストの削減が期待さ
れています。

FinTechが登場したことで、銀行業界は ITを活用した便利な新
サービスの導入を検討するようになりました。なかでもFinTech

に積極的なのが地方銀行です。現在、地方銀行は都市銀行以上に
厳しい状況に直面しています。その背景には、人口の減少による
マーケットの縮小、営業の経費や人件費などのコスト増大、営業
効率の悪化などの要因があります。経営状況が悪化した地方銀行
は、合併や再編などの合理化を迫られており、それを避けるため
の頼みの綱がFinTechなのです。

FinTechを活用した例として、ふくおかフィナンシャルグルー
プが設立した、日本初のデジタル銀行「みんなの銀行」がありま
す。最初からデジタル用に設計され、すべての銀行サービスがス
マホのアプリで完結するのが特徴です。

2025年６月には、九州フィナンシャルグループ傘下の肥後銀
行が、独自のスマートフォン決済アプリ「くまモン！Pay」サー

身近に存在するFinTechサービス

楽天ペイ
楽天グループが提供
する電子決済サービ
ス。スマートフォン
で手軽に利用でき
る。

マネーツリー
個人向けの無料で使
える個人資産管理ア
プリ。さまざまな情
報を一括管理でき
る。

Zaim（ザイム）
無料の家計簿アプリ。
頻繁に通うお店の特
売情報なども自動的
に配信してくれる。

FinTechに活路を見出す地方銀行

くまモン！Pay
熊本県内のバスや熊
本市電、熊本県内く
まモン！Pay加盟店
で利用できる決済サ
ービス。タッチ決済
またはQRコード決
済での支払いが可能。

経営状態が悪化した地方銀行の新たな一手 

FinTechに
積極的な地方銀行
金融と ITをかけ合わせたFinTechの登場により、銀行はどのように変わって
いくのでしょうか。FinTechを積極的に取り入れてサービス拡充を狙ってい
るのが、合併や再編に揺れている地方銀行です。
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ビスを開始。地方銀行主導のサービスを通じ、地域内での資金循
環の活性化や地域経済の発展に寄与することを目指しています。
また、複数の地方銀行が合同でFinTechの研究やサービス開発
を目指すケースもあります。2016年に立ち上げられた「T＆ Iイ
ノベーションセンター株式会社」がその1つです。千葉銀行、第
四銀行、中国銀行など10行が参加しており、FinTechに関する調
査や研究、新たな金融サービスの開発などを目的として、活躍し
ています。
もう１つの例が、池田泉州銀行、群馬銀行など７行が共同出資
し、2018年に設立された株式会社フィンクロス・デジタルです。
各地方銀行のデジタル化を連携して推進しており、2023年には
デジタル活用関連のコンテストで入賞するなど、その技術力に磨
きをかけています。

共同出資
会社を設立する際
は、出資金が必要と
なる。その出資を複
数名が共同で行うこ
とを意味する。出資
にあたり、人数制限
はない。

複数の銀行によるFinTechの開発

ビッグデータ 新サービス人工知能 モバイル

新商品・サービス開発 業務効率化

銀行ニーズの実現

新金融サービス
の提供 業務委託

FinTech 研究機関

企画 開発 販売

参加銀行
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日本を訪れる外国人観光客の増加による「インバウンド需要」
は、近年目覚ましい勢いで拡大しています。ここ数年続いている
円安を追い風に、日本各地の観光地は活気に満ち、消費活動も活
発化しました。
インバウンド客の消費行動を支えるため、決済手段の多様化が
進んでいます。観光地を中心に、多くの店舗でクレジットカード
やデビットカード、電子決済などが使用できるようになりました。
銀行は、単に決済端末を提供するだけでなく、多通貨決済に対応
したシステムや海外発行カードの手数料を抑えたサービスの導入
など、より利便性の高いソリューションの提供も求められていま
す。中小規模の小売店や飲食店がこうしたデジタル決済を導入し
やすいよう、導入コストの低減やサポート体制の強化も重要です。
そのほか、インバウンド客のニーズとして大きいのが、外貨両
替の利便性向上です。空港や主要都市の銀行窓口や両替所は混雑
しがちで、手数料も決して安くありません。こうした課題に早期
から対応しているのが、セブン銀行です。セブン銀行は本格的に
インバウンド需要が高まる前の2007年から、海外発行カードが
使えるATMを全国に設置してきました。現在は、海外発行カー
ドでの現金引き出しが可能なだけでなく、交通系 ICカードへの
チャージや自国通貨のリアルタイムレートでの決済にも対応して
います。
また、日本語に慣れていないインバウンド客のため、セブン銀
行ATMは12の言語に対応しています。操作不明時にATM付属
のインターホンを押せば、原則24時間365日、英語で対応して
もらえるというサービスの手厚さも特徴です。

拡大し続ける「インバウンド需要」

インバウンド需要
訪日外国人旅行者が
日本国内で宿泊や交
通、観光、飲食、買
い物などを通じて生
み出す消費のことを
指す。

デビットカード　
銀行口座と連動して
いて、支払いで利用
すると、即時に銀行
口座から利用額が引
き落とされるカード
のこと。

海外発行カード
海外の銀行が発行す
るキャッシュカード

（インバウンド客が
通常自国で使ってい
る口座のキャッシュ
カード）。提携して
いるネットワークを
使用しているATM
であれば、海外にい
ても自身の口座から
お金を直接引き出せ
るしくみ。

観光客の流入に銀行はどう対応している？ 

増えるインバウンド
需要への対応
円安や、政府による観光立国の推進政策などを背景に、日本の観光業が活性
化しています。拡大する「インバウンド需要」に、銀行はどのように対応し
ているのでしょうか。
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インバウンド需要の拡大は、宿泊施設、飲食、交通、小売など、
さまざまな産業にとってビジネスチャンスになり得ます。銀行は
これらの事業者に対し、融資やコンサルティングサービスを提供
することで、地域経済の活性化に貢献できるでしょう。
例えば、地方の事業者が多言語対応の予約システムを導入した
り、新たな体験型アクティビティを開発したりする際の資金調達
の支援や、海外の富裕層をターゲットにした高級ホテルの建設、
大規模な商業施設の開発プロジェクトへの融資などが考えられま
す。海外の市場動向や消費者の嗜好に関する情報を提供し、事業
者の経営戦略をサポートすることも、銀行の新たな役割として定
着する可能性があります。インバウンド需要を通じ、世界中の
人々を視野に入れたサービス設計が求められています。

観光関連事業への融資とコンサルティング

年別外国人顧客の推移

出典：観光庁「インバウンド消費動向調査」より日本政府観光局（JNTO）が作成

増え続けるインバウンド需要に対して、銀
行は決済サービスの導入や両替サービス
といった利便性向上のためのサービス提
供のみならず、開発プロジェクトへの融資
など、さまざまなビジネスチャンスがある
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